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※施設・事業種別ごとに簡略化して整理したものです。

    

老

人

福

祉

法 

老人居宅生活支援事業者 第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

老人デイサービスセンター 
第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

第 18 条の 2 都道府県知事 事業制限・停止命令 

老人短期入所施設 
第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

第 18 条の 2 都道府県知事 事業制限・停止命令 

老人介護支援センター 第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

第 18 条の 2 都道府県知事 事業制限・停止命令 

養護老人ホーム 
第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

第 19 条 都道府県知事 事業停廃止命令、認可取消 

特別養護老人ホーム 
第 18 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等 

第 19 条 都道府県知事 事業停廃止命令、認可取消 

老人居宅生活支援事業者 

（認知症対応型老人共同生活援助事業者） 
第 18 条の 2 都道府県知事 事業制限・停止命令 

有料老人ホーム設置者 第 29 条 都道府県知事 報告徴収・立入検査等、改善命令 

介

護

保

険

法 

指定居宅サービス事業者 

第 76 条 
都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 76 条の 2 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 77 条 都道府県知事 指定取消・指定の効力停止 

指定地域密着型サービス事業者 

第 78 条の 7 市町村長 報告徴収・立入検査等 

第 78 条の 9 市町村長 勧告・公表・措置命令 

第 78 条の 10 市町村長 指定取消・指定の効力停止 

指定居宅介護支援事業者 

第 83 条 
都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 83 条の 2 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 84 条 都道府県知事 指定取消・指定の効力停止 

指定介護老人福祉施設 

 

第 90 条 
都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 91 条の 2 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 92 条 都道府県知事 指定取消・指定の効力停止 

介護老人保健施設 

第 100 条 

 

都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 103 条 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 104 条 都道府県知事 許可取消・許可の効力停止 

指定介護療養型医療施設 

第 112 条 
都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 113 条の 2 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 114 条 都道府県知事 指定取消・指定の効力停止 

指定介護予防サービス事業者 

 

第 115 条の 7 
都道府県知事 

市町村長 
報告徴収・立入検査等 

第 115 条の 8 都道府県知事 勧告・公表・措置命令 

第 115 条の 9 都道府県知事 指定取消・指定の効力停止 

指定地域密着型介護予防サービス事業者 

第115条の17 市町村長 報告徴収・立入検査等 

第115条の18 市町村長 勧告・公表・措置命令 

第115条の19 市町村長 指定取消・指定の効力停止 

指定介護予防支援事業者 

第115条の27 市町村長 報告徴収・立入検査等 

第115条の28 市町村長 勧告・公表・措置命令 

第115条の29 市町村長 指定取消・指定の効力停止 

高齢者虐待防止法第 24 条に関する老人福祉法･介護保険法の規定による都道府県・市町村権限行使一覧 
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関係法令 
高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律 

(平成十七年十一月九日法律第百二十四号) 
最終改正： 平成二三年六月二四日法律第七九号 

第一章 総則(第一条― 第五条) 
第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等(第六条― 第十九条) 
第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等(第二十条― 第二十五条) 
第四章 雑則(第二十六条― 第二十八条) 
第五章 罰則(第二十九条・第三十条) 
附則 

第一章 総則 
(目的) 
第一条 この法律は、高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり、高齢者の尊厳の保持にとって高

齢者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等にかんがみ、高齢者虐待の防止等

に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措置、養護者の負担の

軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援(以下「養護者

に対する支援」という。)のための措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、養護者に対

する支援等に関する施策を促進し、もって高齢者の権利利益の擁護に資することを目的とする。 
(定義等) 
第二条 この法律において「高齢者」とは、六十五歳以上の者をいう。 
２ この法律において「養護者」とは、高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等(第

五項第一号の施設の業務に従事する者及び同項第二号の事業において業務に従事する者をいう。

以下同じ。)以外のものをいう。 
３ この法律において「高齢者虐待」とは、養護者による高齢者虐待及び養介護施設従事者等に

よる高齢者虐待をいう。 
４ この法律において「養護者による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為をいう。 

一 養護者がその養護する高齢者について行う次に掲げる行為 
イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同居人によるイ、

ハ又はニに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠ること。 
ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷

を与える言動を行うこと。 
ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

二 養護者又は高齢者の親族が当該高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から 
不当に財産上の利益を得ること。 

５ この法律において「養介護施設従事者等による高齢者虐待」とは、次のいずれかに該当する

行為をいう。 
一 老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)第五条の三に規定する老人福祉施設若しくは

同法第二十九条第一項に規定する有料老人ホーム又は介護保険法(平成九年法律第百二十三
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号)第八条第二十一項に規定する地域密着型介護老人福祉施設、同条第二十六項に規定する介

護老人福祉施設、同条第二十七項に規定する介護老人保健施設若しくは同法第百十五条の四

十六第一項に規定する地域包括支援センター(以下「養介護施設」という。)の業務に従事する

者が、当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用する高齢者について行う次に

掲げる行為 
イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 
ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を養護すべき職

務上の義務を著しく怠ること。 
ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理的外傷

を与える言動を行うこと。 
ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 
ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益 

を得ること。 
二 老人福祉法第五条の二第一項に規定する老人居宅生活支援事業又は介護保険法第八条第一

項に規定する居宅サービス事業、同条第十四項に規定する地域密着型サービス事業、同条第

二十三項に規定する居宅介護支援事業、同法第八条の二第一項に規定する介護予防サービス

事業、同条第十四項に規定する地域密着型介護予防サービス事業若しくは同条第十八項に規

定する介護予防支援事業(以下「養介護事業」という。)において業務に従事する者が、当該養

介護事業に係るサービスの提供を受ける高齢者について行う前号イからホまでに掲げる行為 
６ 六十五歳未満の者であって養介護施設に入所し、その他養介護施設を利用し、又は養介護事

業に係るサービスの提供を受ける障害者(障害者基本法(昭和四十五年法律第八十四号)第二条第

一号に規定する障害者をいう。)については、高齢者とみなして、養介護施設従事者等による高

齢者虐待に関する規定を適用する。 
(国及び地方公共団体の責務等) 
第三条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切

な保護及び適切な養護者に対する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団

体の間の連携の強化、民間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。 
２ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並びに養護

者に対する支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職務に携わる専門的な人

材の確保及び資質の向上を図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 
３ 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護に資するた

め、高齢者虐待に係る通報義務、人権侵犯事件に係る救済制度等について必要な広報その他の

啓発活動を行うものとする。 
(国民の責務) 
第四条 国民は、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるとと

もに、国又は地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策に

協力するよう努めなければならない。 
(高齢者虐待の早期発見等) 
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第五条 養介護施設、病院、保健所その他高齢者の福祉に業務上関係のある団体及び養介護施設

従事者等、医師、保健師、弁護士その他高齢者の福祉に職務上関係のある者は、高齢者虐待を

発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢者虐待の早期発見に努めなければならない。 
２ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる高齢者虐待の防止のための啓発活動及び

高齢者虐待を受けた高齢者の保護のための施策に協力するよう努めなければならない。 
第二章 養護者による高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等 
(相談、指導及び助言) 
第六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止及び養護者による高齢者虐待を受けた高齢者

の保護のため、高齢者及び養護者に対して、相談、指導及び助言を行うものとする。 
(養護者による高齢者虐待に係る通報等) 
第七条 養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者は、当該高齢者の生命

又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、これを市町村に通報しなければならな

い。 
２ 前項に定める場合のほか、養護者による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した者

は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。 
３ 刑法(明治四十年法律第四十五号)の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定

は、前二項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。 
第八条 市町村が前条第一項若しくは第二項の規定による通報又は次条第一項に規定する届出を

受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上知り得た事項

であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。 
(通報等を受けた場合の措置) 
第九条 市町村は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は高齢者からの養護者によ

る高齢者虐待を受けた旨の届出を受けたときは、速やかに、当該高齢者の安全の確認その他当

該通報又は届出に係る事実の確認のための措置を講ずるとともに、第十六条の規定により当該

市町村と連携協力する者(以下「高齢者虐待対応協力者」という。)とその対応について協議を行

うものとする。 
２ 市町村又は市町村長は、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は前項に規定する

届出があった場合には、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養護者による高齢者虐待の防

止及び当該高齢者の保護が図られるよう、養護者による高齢者虐待により生命又は身体に重大

な危険が生じているおそれがあると認められる高齢者を一時的に保護するため迅速に老人福祉

法第二十条の三に規定する老人短期入所施設等に入所させる等、適切に、同法第十条の四第一

項若しくは第十一条第一項の規定による措置を講じ、又は、適切に、同法第三十二条の規定に

より審判の請求をするものとする。 
(居室の確保) 
第十条 市町村は、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十条の四第一

項第三号又は第十一条第一項第一号若しくは第二号の規定による措置を採るために必要な居室

を確保するための措置を講ずるものとする。 
(立入調査) 
第十一条 市町村長は、養護者による高齢者虐待により高齢者の生命又は身体に重大な危険が生
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じているおそれがあると認めるときは、介護保険法第百十五条の四十六第二項の規定により設

置する地域包括支援センターの職員その他の高齢者の福祉に関する事務に従事する職員をして、

当該高齢者の住所又は居所に立ち入り、必要な調査又は質問をさせることができる。 
２ 前項の規定による立入り及び調査又は質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者の請求があるときは、これを提示しなければならない。 
３ 第一項の規定による立入り及び調査又は質問を行う権限は、犯罪捜査のために認められたも

のと解釈してはならない。 
(警察署長に対する援助要請等) 
第十二条 市町村長は、前条第一項の規定による立入り及び調査又は質問をさせようとする場合

において、これらの職務の執行に際し必要があると認めるときは、当該高齢者の住所又は居所

の所在地を管轄する警察署長に対し援助を求めることができる。 
２ 市町村長は、高齢者の生命又は身体の安全の確保に万全を期する観点から、必要に応じ適切

に、前項の規定により警察署長に対し援助を求めなければならない。 
３ 警察署長は、第一項の規定による援助の求めを受けた場合において、高齢者の生命又は身体

の安全を確保するため必要と認めるときは、速やかに、所属の警察官に、同項の職務の執行を

援助するために必要な警察官職務執行法(昭和二十三年法律第百三十六号)その他の法令の定め

るところによる措置を講じさせるよう努めなければならない。 
(面会の制限) 
第十三条 養護者による高齢者虐待を受けた高齢者について老人福祉法第十一条第一項第二号又

は第三号の措置が採られた場合においては、市町村長又は当該措置に係る養介護施設の長は、

養護者による高齢者虐待の防止及び当該高齢者の保護の観点から、当該養護者による高齢者虐

待を行った養護者について当該高齢者との面会を制限することができる。 
(養護者の支援) 
第十四条 市町村は、第六条に規定するもののほか、養護者の負担の軽減のため、養護者に対す

る相談、指導及び助言その他必要な措置を講ずるものとする。 
２ 市町村は、前項の措置として、養護者の心身の状態に照らしその養護の負担の軽減を図るた

め緊急の必要があると認める場合に高齢者が短期間養護を受けるために必要となる居室を確保

するための措置を講ずるものとする。 
(専門的に従事する職員の確保) 
第十五条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者

の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するために、これらの事務に専門的に従事する職

員を確保するよう努めなければならない。 
(連携協力体制) 
第十六条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者

の保護及び養護者に対する支援を適切に実施するため、老人福祉法第二十条の七の二第一項に

規定する老人介護支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第三項の規定により設置され

た地域包括支援センターその他関係機関、民間団体等との連携協力体制を整備しなければなら

ない。この場合において、養護者による高齢者虐待にいつでも迅速に対応することができるよ

う、特に配慮しなければならない。 
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(事務の委託) 
第十七条 市町村は、高齢者虐待対応協力者のうち適当と認められるものに、第六条の規定によ

る相談、指導及び助言、第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規

定する届出の受理、同項の規定による高齢者の安全の確認その他通報又は届出に係る事実の確

認のための措置並びに第十四条第一項の規定による養護者の負担の軽減のための措置に関する

事務の全部又は一部を委託することができる。 
２ 前項の規定による委託を受けた高齢者虐待対応協力者若しくはその役員若しくは職員又はこ

れらの者であった者は、正当な理由なしに、その委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏

らしてはならない。 
３ 第一項の規定により第七条第一項若しくは第二項の規定による通報又は第九条第一項に規定

する届出の受理に関する事務の委託を受けた高齢者虐待対応協力者が第七条第一項若しくは第

二項の規定による通報又は第九条第一項に規定する届出を受けた場合には、当該通報又は届出

を受けた高齢者虐待対応協力者又はその役員若しくは職員は、その職務上知り得た事項であっ

て当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。 
(周知) 
第十八条 市町村は、養護者による高齢者虐待の防止、第七条第一項若しくは第二項の規定によ

る通報又は第九条第一項に規定する届出の受理、養護者による高齢者虐待を受けた高齢者の保

護、養護者に対する支援等に関する事務についての窓口となる部局及び高齢者虐待対応協力者

の名称を明示すること等により、当該部局及び高齢者虐待対応協力者を周知させなければなら

ない。 
(都道府県の援助等) 
第十九条 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の実施に関し、市町村相互間の連

絡調整、市町村に対する情報の提供その他必要な援助を行うものとする。 
２ 都道府県は、この章の規定により市町村が行う措置の適切な実施を確保するため必要がある

と認めるときは、市町村に対し、必要な助言を行うことができる。 
第三章 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等 
(養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止等のための措置) 
第二十条 養介護施設の設置者又は養介護事業を行う者は、養介護施設従事者等の研修の実施、

当該養介護施設に入所し、その他当該養介護施設を利用し、又は当該養介護事業に係るサービ

スの提供を受ける高齢者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備その他の養介護施設従事

者等による高齢者虐待の防止等のための措置を講ずるものとする。 
(養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る通報等) 
第二十一条 養介護施設従事者等は、当該養介護施設従事者等がその業務に従事している養介護

施設又は養介護事業(当該養介護施設の設置者若しくは当該養介護事業を行う者が設置する養

介護施設又はこれらの者が行う養介護事業を含む。)において業務に従事する養介護施設従事者

等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に

通報しなければならない。 
２ 前項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢者

を発見した者は、当該高齢者の生命又は身体に重大な危険が生じている場合は、速やかに、こ
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れを市町村に通報しなければならない。 
３ 前二項に定める場合のほか、養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けたと思われる高齢

者を発見した者は、速やかに、これを市町村に通報するよう努めなければならない。 
４ 養介護施設従事者等による高齢者虐待を受けた高齢者は、その旨を市町村に届け出ることが

できる。 
５ 第十八条の規定は、第一項から第三項までの規定による通報又は前項の規定による届出の受

理に関する事務を担当する部局の周知について準用する。 
６ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第一項から第三項までの

規定による通報(虚偽であるもの及び過失によるものを除く。次項において同じ。)をすることを

妨げるものと解釈してはならない。 
７ 養介護施設従事者等は、第一項から第三項までの規定による通報をしたことを理由として、

解雇その他不利益な取扱いを受けない。 
第二十二条 市町村は、前条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定によ

る届出を受けたときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該通報又は届出に係る養介護

施設従事者等による高齢者虐待に関する事項を、当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に

係る養介護施設又は当該養介護施設従事者等による高齢者虐待に係る養介護事業の事業所の所

在地の都道府県に報告しなければならない。 
２ 前項の規定は、地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九第一項の指定

都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市については、厚生労働省令で定める場合

を除き、適用しない。 
第二十三条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定

による届出を受けた場合においては、当該通報又は届出を受けた市町村の職員は、その職務上

知り得た事項であって当該通報又は届出をした者を特定させるものを漏らしてはならない。都

道府県が前条第一項の規定による報告を受けた場合における当該報告を受けた都道府県の職員

についても、同様とする。 
(通報等を受けた場合の措置) 
第二十四条 市町村が第二十一条第一項から第三項までの規定による通報若しくは同条第四項の

規定による届出を受け、又は都道府県が第二十二条第一項の規定による報告を受けたときは、

市町村長又は都道府県知事は、養介護施設の業務又は養介護事業の適正な運営を確保すること

により、当該通報又は届出に係る高齢者に対する養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止

及び当該高齢者の保護を図るため、老人福祉法又は介護保険法の規定による権限を適切に行使

するものとする。 
(公表) 
第二十五条 都道府県知事は、毎年度、養介護施設従事者等による高齢者虐待の状況、養介護施

設従事者等による高齢者虐待があった場合にとった措置その他厚生労働省令で定める事項を公

表するものとする。 
第四章 雑則 
(調査研究) 
第二十六条 国は、高齢者虐待の事例の分析を行うとともに、高齢者虐待があった場合の適切な
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対応方法、高齢者に対する適切な養護の方法その他の高齢者虐待の防止、高齢者虐待を受けた

高齢者の保護及び養護者に対する支援に資する事項について調査及び研究を行うものとする。 
(財産上の不当取引による被害の防止等) 
第二十七条 市町村は、養護者、高齢者の親族又は養介護施設従事者等以外の者が不当に財産上

の利益を得る目的で高齢者と行う取引(以下「財産上の不当取引」という。)による高齢者の被害

について、相談に応じ、若しくは消費生活に関する業務を担当する部局その他の関係機関を紹

介し、又は高齢者虐待対応協力者に、財産上の不当取引による高齢者の被害に係る相談若しく

は関係機関の紹介の実施を委託するものとする。 
２ 市町村長は、財産上の不当取引の被害を受け、又は受けるおそれのある高齢者について、適

切に、老人福祉法第三十二条の規定により審判の請求をするものとする。 
(成年後見制度の利用促進) 
第二十八条 国及び地方公共団体は、高齢者虐待の防止及び高齢者虐待を受けた高齢者の保護並

びに財産上の不当取引による高齢者の被害の防止及び救済を図るため、成年後見制度の周知の

ための措置、成年後見制度の利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずることにより、

成年後見制度が広く利用されるようにしなければならない。 
第五章 罰則 
第二十九条 第十七条第二項の規定に違反した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処

する。 
第三十条 正当な理由がなく、第十一条第一項の規定による立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌

避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは高

齢者に答弁をさせず、若しくは虚偽の答弁をさせた者は、三十万円以下の罰金に処する。 
附 則 
(施行期日) 
１ この法律は、平成十八年四月一日から施行する。 
(検討) 
２ 高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由により養護を必要とするものに対する虐待

の防止等のための制度については、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置

が講ぜられるものとする。 
３ 高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等のための制度については、この法律の施行後三年

を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な

措置が講ぜられるものとする。 
附 則 (平成一八年六月二一日法律第八三号) 抄 
(施行期日) 
第一条 この法律は、平成十八年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、そ

れぞれ当該各号に定める日から施行する。 
一 第十条並びに附則第四条、第三十三条から第三十六条まで、第五十二条第一項及び第二項、

第百五条、第百二十四条並びに第百三十一条から第百三十三条までの規定 公布の日 
二から五まで 略 
六 第五条、第九条、第十四条、第二十条及び第二十六条並びに附則第五十三条、第五十八条、
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第六十七条、第九十条、第九十一条、第九十六条、第百十一条、第百十一条の二及び第百三十

条の二の規定 平成二十四年四月一日 
(健康保険法等の一部改正に伴う経過措置) 
第百三十条の二 第二十六条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の介護保険法(以下

この条において「旧介護保険法」という。)第四十八条第一項第三号の指定を受けている旧介護

保険法第八条第二十六項に規定する介護療養型医療施設については、第五条の規定による改正

前の健康保険法の規定、第九条の規定による改正前の高齢者の医療の確保に関する法律の規定、

第十四条の規定による改正前の国民健康保険法の規定、第二十条の規定による改正前の船員保

険法の規定、旧介護保険法の規定、附則第五十八条の規定による改正前の国家公務員共済組合

法の規定、附則第六十七条の規定による改正前の地方公務員等共済組合法の規定、附則第九十

条の規定による改正前の船員職業安定法の規定、附則第九十一条の規定による改正前の生活保

護法の規定、附則第九十六条の規定による改正前の船員の雇用の促進に関する特別措置法の規

定、附則第百十一条の規定による改正前の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等

に関する法律の規定及び附則第百十一条の二の規定による改正前の道州制特別区域における広

域行政の推進に関する法律の規定(これらの規定に基づく命令の規定を含む。)は、平成三十年三

月三十一日までの間、なおその効力を有する。 
２ 前項の規定によりなおその効力を有するものとされた旧介護保険法第四十八条第一項第三号

の規定により平成三十年三月三十一日までに行われた指定介護療養施設サービスに係る保険給

付については、同日後も、なお従前の例による。 
３ 第二十六条の規定の施行の日前にされた旧介護保険法第百七条第一項の指定の申請であって、

第二十六条の規定の施行の際、指定をするかどうかの処分がなされていないものについての当

該処分については、なお従前の例による。この場合において、同条の規定の施行の日以後に旧

介護保険法第八条第二十六項に規定する介護療養型医療施設について旧介護保険法第四十八条

第一項第三号の指定があったときは、第一項の介護療養型医療施設とみなして、同項の規定に

よりなおその効力を有するものとされた規定を適用する。 
(罰則に関する経過措置) 
第百三十一条 この法律(附則第一条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下同じ。)の施

行前にした行為、この附則の規定によりなお従前の例によることとされる場合及びこの附則の

規定によりなおその効力を有することとされる場合におけるこの法律の施行後にした行為並び

にこの法律の施行後前条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる同項に規定す

る法律の規定の失効前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
(処分、手続等に関する経過措置) 
第百三十二条 この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律(これに基づく命令を含む。以下この

条において同じ。)の規定によってした処分、手続その他の行為であって、改正後のそれぞれの

法律の規定に相当の規定があるものは、この附則に別段の定めがあるものを除き、改正後のそ

れぞれの法律の相当の規定によってしたものとみなす。 
２ この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により届出その他の手続をしなければな

らない事項で、この法律の施行の日前にその手続がされていないものについては、この法律及

びこれに基づく命令に別段の定めがあるものを除き、これを、改正後のそれぞれの法律中の相
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当の規定により手続がされていないものとみなして、改正後のそれぞれの法律の規定を適用す

る。 
(その他の経過措置の政令への委任) 
第百三十三条 附則第三条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。 
附 則 (平成一八年一二月二〇日法律第一一六号) 抄 
(施行期日等) 
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 
(平成一九年政令第一〇号で平成一九年一月二六日から施行) 
附 則 (平成二〇年五月二八日法律第四二号) 抄 
(施行期日) 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。 
(平成二一年政令第九号で平成二一年五月一日から施行) 
附 則 (平成二三年六月二二日法律第七二号) 抄 
(施行期日) 
第一条 この法律は、平成二十四年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 
一 第二条(老人福祉法目次の改正規定、同法第四章の二を削る改正規定、同法第四章の三を第四

章の二とする改正規定及び同法第四十条第一号の改正規定(「第二十八条の十二第一項若しく

は」を削る部分に限る。)に限る。)、第四条、第六条及び第七条の規定並びに附則第九条、第十

一条、第十五条、第二十二条、第四十一条、第四十七条(東日本大震災に対処するための特別の

財政援助及び助成に関する法律(平成二十三年法律第四十号)附則第一条ただし書の改正規定及

び同条各号を削る改正規定並びに同法附則第十四条の改正規定に限る。)及び第五十条から第五

十二条までの規定 公布の日 
(検討) 
第二条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の規定による改正後の規定の施

行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を

講ずるものとする。 
(罰則に関する経過措置) 
第五十一条 この法律(附則第一条第一号に掲げる規定にあっては、当該規定)の施行前にした行為

に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
(政令への委任) 
第五十二条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置(罰則に関する

経過措置を含む。)は、政令で定める。 
附 則 (平成二三年六月二四日法律第七九号) 抄 
(施行期日) 
第一条 この法律は、平成二十四年十月一日から施行する。 
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(調整規定) 
第四条 この法律の施行の日が障害者基本法の一部を改正する法律(平成二十三年法律第九十号)

の施行の日前である場合には、同法の施行の日の前日までの間における第二条第一項及び前条

の規定による改正後の高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律第二条

第六項の規定の適用については、これらの規定中「第二条第一号」とあるのは、「第二条」とす

る。 
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高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施行規則 

（平成十八年三月三十一日厚生労働省令第九十四号） 
最終改正：平成一八年五月九日厚生労働省令第一一九号 

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律(平成十七年法律第百二十四号)
第二十二条の規定に基づき、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律施

行規則を次のように定める。 
 (市町村からの報告) 
第一条 市町村は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律(平成十七年

法律第百二十四号。以下「法」という。)第二十一条第一項から第三項までの規定による通報又

は同条第四項の規定による届出を受け、当該通報又は届出に係る事実の確認を行った結果、養

介護施設従事者等による高齢者虐待(以下「虐待」という。)の事実が認められた場合、又は更に

都道府県と共同して事実の確認を行う必要が生じた場合には、次に掲げる事項を当該虐待に係

る法第二条第五項第一号に規定する養介護施設又は同項第二号に規定する養介護事業の事業所

(以下「養介護施設等」という。)の所在地の都道府県に報告しなければならない。 
一 養介護施設等の名称、所在地及び種別 
二 虐待を受けた又は受けたと思われる高齢者の性別、年齢及び要介護状態区分(介護保険法(平成

九年法律第百二十三号)第七条第一項に規定する要介護状態区分をいう。)又は要支援状態区分

(同条第二項に規定する要支援状態区分をいう。)その他の心身の状況 
三 虐待の種別、内容及び発生要因 
四 虐待を行った養介護施設従事者等(法第二条第二項に規定する養介護施設従事者等をいう。以

下同じ。)の氏名、生年月日及び職種 
五 市町村が行った対応 
六 虐待が行われた養介護施設等において改善措置が採られている場合にはその内容 
(平一八厚労令一一九・一部改正) 
(指定都市及び中核市の例外) 
第二条 法第二十二条第二項の厚生労働省令で定める場合は、養介護施設等について法第二十一

条第一項から第三項までの規定による通報又は同条第四項の規定による届出があった場合とす

る。 
(都道府県知事による公表事項) 
第三条 法第二十五条の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 
一 虐待があった養介護施設等の種別 
二 虐待を行った養介護施設従事者等の職種 
(平一八厚労令一一九・追加) 
附 則 
この省令は、平成十八年四月一日から施行する。 
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老人福祉法 

(昭和三十八年七月十一日法律第百三十三号) 
最終改正：平成二三年一二月一四日法律第一二二号 

一部抜粋 
第二章 福祉の措置 
(居宅における介護等) 
第十条の四 市町村は、必要に応じて、次の措置を採ることができる。 
一 六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する訪問介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護(厚生労働省令で定める部分に限る。第二十条の八第四項において同じ。)、夜間

対応型訪問介護又は介護予防訪問介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、そ

の者につき、政令で定める基準に従い、その者の居宅において第五条の二第二項の厚生労働省

令で定める便宜を供与し、又は当該市町村以外の者に当該便宜を供与することを委託すること。 
二 六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する通所介護、認知症対応型通所介

護、介護予防通所介護又は介護予防認知症対応型通所介護を利用することが著しく困難である

と認めるときは、その者(養護者を含む。)を、政令で定める基準に従い、当該市町村の設置する

老人デイサービスセンター若しくは第五条の二第三項の厚生労働省令で定める施設(以下「老人

デイサービスセンター等」という。)に通わせ、同項の厚生労働省令で定める便宜を供与し、又

は当該市町村以外の者の設置する老人デイサービスセンター等に通わせ、当該便宜を供与する

ことを委託すること。 
三 六十五歳以上の者であつて、養護者の疾病その他の理由により、居宅において介護を受ける

ことが一時的に困難となつたものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する短期入所

生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、

その者を、政令で定める基準に従い、当該市町村の設置する老人短期入所施設若しくは第五条

の二第四項の厚生労働省令で定める施設(以下「老人短期入所施設等」という。)に短期間入所さ

せ、養護を行い、又は当該市町村以外の者の設置する老人短期入所施設等に短期間入所させ、

養護することを委託すること。 
四 六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する小規模多機能型居宅介護又は介

護予防小規模多機能型居宅介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、その者に

つき、政令で定める基準に従い、その者の居宅において、又は第五条の二第五項の厚生労働省

令で定めるサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、同項の厚

生労働省令で定める便宜及び機能訓練を供与し、又は当該市町村以外の者に当該便宜及び機能

訓練を供与することを委託すること。 
五 六十五歳以上の者であつて、認知症(介護保険法第五条の二に規定する認知症をいう。以下同

じ。)であるために日常生活を営むのに支障があるもの(その者の認知症の原因となる疾患が急性

の状態にある者を除く。)が、やむを得ない事由により同法に規定する認知症対応型共同生活介

護又は介護予防認知症対応型共同生活介護を利用することが著しく困難であると認めるときは、
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その者につき、政令で定める基準に従い、第五条の二第六項に規定する住居において入浴、排

せつ、食事等の介護その他の日常生活上の援助を行い、又は当該市町村以外の者に当該住居に

おいて入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の援助を行うことを委託すること。 
六 六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営むのに支障

があるものが、やむを得ない事由により介護保険法に規定する複合型サービス(訪問介護等(定期

巡回・随時対応型訪問介護看護にあつては、厚生労働省令で定める部分に限る。)に係る部分に

限る。第二十条の八第四項において同じ。)を利用することが著しく困難であると認めるときは、

その者につき、政令で定める基準に従い、第五条の二第七項の厚生労働省令で定めるサービス

を供与し、又は当該市町村以外の者に当該サービスを供与することを委託すること。 
２ 市町村は、六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上の障害があるために日常生活を営

むのに支障があるものにつき、前項各号の措置を採るほか、その福祉を図るため、必要に応じ

て、日常生活上の便宜を図るための用具であつて厚生労働大臣が定めるものを給付し、若しく

は貸与し、又は当該市町村以外の者にこれを給付し、若しくは貸与することを委託する措置を

採ることができる。 
(老人ホームへの入所等) 
第十一条 市町村は、必要に応じて、次の措置を採らなければならない。 
一 六十五歳以上の者であつて、環境上の理由及び経済的理由(政令で定めるものに限る。)により

居宅において養護を受けることが困難なものを当該市町村の設置する養護老人ホームに入所さ

せ、又は当該市町村以外の者の設置する養護老人ホームに入所を委託すること。 
二 六十五歳以上の者であつて、身体上又は精神上著しい障害があるために常時の介護を必要と

し、かつ、居宅においてこれを受けることが困難なものが、やむを得ない事由により介護保険

法に規定する地域密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設に入所することが著しく困難

であると認めるときは、その者を当該市町村の設置する特別養護老人ホームに入所させ、又は

当該市町村以外の者の設置する特別養護老人ホームに入所を委託すること。 
三 六十五歳以上の者であつて、養護者がないか、又は養護者があつてもこれに養護させること

が不適当であると認められるものの養護を養護受託者(老人を自己の下に預つて養護すること

を希望する者であつて、市町村長が適当と認めるものをいう。以下同じ。)のうち政令で定める

ものに委託すること。 
２ 市町村は、前項の規定により養護老人ホーム若しくは特別養護老人ホームに入所させ、若し

くは入所を委託し、又はその養護を養護受託者に委託した者が死亡した場合において、その葬

祭(葬祭のために必要な処理を含む。以下同じ。)を行う者がないときは、その葬祭を行い、又は

その者を入所させ、若しくは養護していた養護老人ホーム、特別養護老人ホーム若しくは養護

受託者にその葬祭を行うことを委託する措置を採ることができる。 
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介護保険法 

(平成九年十二月十七日法律第百二十三号) 
最終改正：平成二三年一二月一四日法律第一二二号 

一部抜粋 
第一章 総則 
(介護保険) 
第二条 介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態(以下「要介護状態等」という。)に関

し、必要な保険給付を行うものとする。 
２ 前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、医

療との連携に十分配慮して行われなければならない。 
３ 第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保険者

の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施設から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。 
４ 第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、可能

な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう

に配慮されなければならない。 
(被保険者) 
第九条 次の各号のいずれかに該当する者は、市町村又は特別区(以下単に「市町村」という。)

が行う介護保険の被保険者とする。 
一 市町村の区域内に住所を有する六十五歳以上の者(以下「第一号被保険者」という。) 
二 市町村の区域内に住所を有する四十歳以上六十五歳未満の医療保険加入者(以下「第二号被保

険者」という。) 
(帳簿書類の提示等) 
第二十四条 厚生労働大臣又は都道府県知事は、介護給付等(居宅介護住宅改修費の支給及び介護

予防住宅改修費の支給を除く。次項及び第二百八条において同じ。)に関して必要があると認め

るときは、居宅サービス等を行った者又はこれを使用する者に対し、その行った居宅サービス

等に関し、報告若しくは当該居宅サービス等の提供の記録、帳簿書類その他の物件の提示を命

じ、又は当該職員に質問させることができる。 
２ 厚生労働大臣又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、介護給付等を受けた被保険

者又は被保険者であった者に対し、当該介護給付等に係る居宅サービス等(以下「介護給付等対

象サービス」という。)の内容に関し、報告を命じ、又は当該職員に質問させることができる。 
３ 前二項の規定による質問を行う場合においては、当該職員は、その身分を示す証明書を携帯

し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければならない。 
４ 第一項及び第二項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 
（報告等） 
第七十六条 都道府県知事又は市町村長は、居宅介護サービス費の支給に関して必要があると認

めるときは、指定居宅サービス事業者若しくは指定居宅サービス事業者であった者若しくは当

該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定居宅サービス事業者であ
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った者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅サー

ビス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定居宅サービス事業者であった

者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅サー

ビス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定居宅サービスの事業に関係のある場所

に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は、

前項の規定による権限について準用する。 
（報告等） 
第七十八条の七 市町村長は、地域密着型介護サービス費の支給に関して必要があると認めると

きは、指定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型サービス事業者であった者若し

くは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定地域密着型サービ

ス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、

指定地域密着型サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定地域密着

型サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定地域密着型サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域

密着型サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件

を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は前

項の規定による権限について準用する。 
（勧告、命令等） 
第七十八条の九 市町村長は、指定地域密着型サービス事業者が、次の各号に掲げる場合に該当

すると認めるときは、当該指定地域密着型サービス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当

該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 
一 第七十八条の二第七項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に従わない場合 

当該条件に従うこと。 
二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第七十八条の四第一項

の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に規定

する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていない場合 当該厚生

労働省令で定める基準若しくは当該厚生労働省令で定める員数又は当該指定地域密着型サービ

スに従事する従業者に関する基準を満たすこと。 
三 第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営

に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事業の運営をしていない場合 当該指

定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型サー

ビスの事業の運営をすること。 
四 第七十八条の四第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提供を

適正に行うこと。 
２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定地域密着型

サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型サービス事業者が、正当な理
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由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密着型サービス事業者に

対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならな

い。 
（指定の取消し等） 
第七十八条の十 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定地域密

着型サービス事業者に係る第四十二条の二第一項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてそ

の指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 
一 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第四項第五号又は第九号（ハに該当する

者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
二 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第五項第三号に該当するに至ったとき。 
三 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の二第七項の規定により当該指定を行うに当

たって付された条件に違反したと認められるとき。 
四 指定地域密着型サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は

人員について、第七十八条の四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省

令で定める員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する

基準を満たすことができなくなったとき。 
五 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第二項又は第四項に規定する指定地域密

着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型サービスの事

業の運営をすることができなくなったとき。 
六 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の四第七項に規定する義務に違反したと認め

られるとき。 
七 指定地域密着型サービス事業者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行うものに

限る。）が、第二十八条第五項（第二十九条第二項、第三十条第二項、第三十一条第二項、第三

十三条第四項、第三十三条の二第二項、第三十三条の三第二項及び第三十四条第二項において

準用する場合を含む。第八十四条、第九十二条、第百四条及び第百十四条において同じ。）の規

定により調査の委託を受けた場合において、当該調査の結果について虚偽の報告をしたとき。 
八 地域密着型介護サービス費の請求に関し不正があったとき。 
九 指定地域密着型サービス事業者が、第七十八条の七第一項の規定により報告又は帳簿書類の

提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 
十 指定地域密着型サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第七十八条の七第一

項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若

しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。た

だし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するた

め、当該指定地域密着型サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 
十一 指定地域密着型サービス事業者が、不正の手段により第四十二条の二第一項本文の指定を

受けたとき。 
十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、この法律その他国民の保

健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは
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処分に違反したとき。 
十三 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型サービス事業者が、居宅サービス等に関し不

正又は著しく不当な行為をしたとき。 
十四 指定地域密着型サービス事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部若しくは

一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当

な行為をした者があるとき。 
（報告等） 
第八十三条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定居宅介護支援事業

者若しくは指定居宅介護支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であっ

た者（以下この項において「指定居宅介護支援事業者であった者等」という。）に対し、報告若

しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定居宅介護支援事業者若しくは当該指定に係る

事業所の従業者若しくは指定居宅介護支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職

員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定居宅介護支援事業者の当該指定に係る事業所、

事務所その他指定居宅介護支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は、

前項の規定による権限について準用する。 
（報告等） 
第九十条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護老人福祉施設若

しくは指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業者であった者（以下この項

において「開設者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示

を命じ、指定介護老人福祉施設の開設者若しくはその長その他の従業者若しくは開設者であっ

た者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは指定介護老人福

祉施設、指定介護老人福祉施設の開設者の事務所その他指定介護老人福祉施設の運営に関係の

ある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は、

前項の規定による権限について準用する。 
（報告等） 
第百条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、介護老人保健施設の開設者、

介護老人保健施設の管理者若しくは医師その他の従業者（以下「介護老人保健施設の開設者等」

という。）に対し報告若しくは診療録その他の帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、介護老人保

健施設の開設者等に対し出頭を求め、又は当該職員に、介護老人保健施設の開設者等に対して

質問させ、若しくは介護老人保健施設、介護老人保健施設の開設者の事務所その他介護老人保

健施設の運営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは診療録、帳簿書類その他の物件

を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について、同条第四項の規

定は、前項の規定による権限について準用する。 
３ 第一項の規定により、介護老人保健施設の開設者等に対し報告若しくは提出若しくは提示を

命じ、若しくは出頭を求め、又は当該職員に介護老人保健施設の開設者等に対し質問させ、若
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しくは介護老人保健施設に立入検査をさせた市町村長は、当該介護老人保健施設につき次条、

第百二条、第百三条第三項又は第百四条第一項の規定による処分が行われる必要があると認め

るときは、理由を付して、その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 
（報告等） 
第百十二条 都道府県知事又は市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護療養型医療施

設若しくは指定介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師その他の従業者であった者

（以下この項において「開設者であった者等」という。）に対し、報告若しくは診療録その他の

帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護療養型医療施設の開設者若しくは管理者、医師

その他の従業者若しくは開設者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対し

て質問させ、若しくは指定介護療養型医療施設、指定介護療養型医療施設の開設者の事務所そ

の他指定介護療養型医療施設の運営に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは診療録、

帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は、前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は、

前項の規定による権限について準用する。 
（報告等） 
第百十五条の七 都道府県知事又は市町村長は、介護予防サービス費の支給に関して必要がある

と認めるときは、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防サービス事業者であった

者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定介護予防サ

ービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命

じ、指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従業者若しくは指定介護予

防サービス事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、

若しくは当該指定介護予防サービス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定介護予

防サービスの事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検

査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は前

項の規定による権限について準用する。 
（勧告、命令等） 
第百十五条の八 都道府県知事は、指定介護予防サービス事業者が、次の各号に掲げる場合に該

当すると認めるときは、当該指定介護予防サービス事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当

該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 
一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十五条の四第一項

の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たしていない場合 当

該厚生労働省令で定める基準又は当該厚生労働省令で定める員数を満たすこと。 
二 第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って

適正な指定介護予防サービスの事業の運営をしていない場合 当該指定介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備

及び運営に関する基準に従って適正な指定介護予防サービスの事業の運営をすること。 
三 第百十五条の四第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提供を
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適正に行うこと。 
２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定介護予

防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができ

る。 
３ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防サービス事業者が、正当な

理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防サービス事業者に

対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
４ 都道府県知事は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければな

らない。 
５ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービス事業者につ

いて、第一項各号に掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係

る事業所の所在地の都道府県知事に通知しなければならない。 
（指定の取消し等） 
第百十五条の九 都道府県知事は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介

護予防サービス事業者に係る第五十三条第一項本文の指定を取り消し、又は期間を定めてその

指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 
一 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の二第二項第四号、第五号、第十号（第五号の

二に該当する者のあるものであるときを除く。）又は第十一号（第五号の二に該当する者である

ときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
二 指定介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人

員について、第百十五条の四第一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定

める員数を満たすことができなくなったとき。 
三 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第二項に規定する指定介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設

備及び運営に関する基準に従って適正な介護予防サービスの事業の運営をすることができなく

なったとき。 
四 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の四第五項に規定する義務に違反したと認めら

れるとき。 
五 介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 
六 指定介護予防サービス事業者が、第百十五条の七第一項の規定により報告又は帳簿書類の提

出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 
七 指定介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十五条の七第一項

の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただ

し、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 
八 指定介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十三条第一項本文の指定を受けたと

き。 
九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、この法律その他国民の保健医
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療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分

に違反したとき。 
十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防サービス事業者が、居宅サービス等に関し不正又

は著しく不当な行為をしたとき。 
十一 指定介護予防サービス事業者が法人である場合において、その役員等のうちに指定の取消

し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をした者があるとき。 
十二 指定介護予防サービス事業者が法人でない病院等である場合において、その管理者が指定

の取消し又は指定の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サー

ビス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 
２ 市町村は、保険給付に係る指定介護予防サービスを行った指定介護予防サービス事業者につ

いて、前項各号のいずれかに該当すると認めるときは、その旨を当該指定に係る事業所の所在

地の都道府県知事に通知しなければならない。 
（報告等） 
第百十五条の十七 市町村長は、地域密着型介護予防サービス費の支給に関して必要があると認

めるときは、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サービ

ス事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以下この項において

「指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳簿

書類の提出若しくは提示を命じ、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは当該指定に

係る事業所の従業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者であった者等に対し出頭

を求め、又は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者の当該指定に係る事業所、事務所その他指定地域密着型介護予防サービスの事業に

関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができ

る。 
２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は前

項の規定による権限について準用する。 
（勧告、命令等） 
第百十五条の十八 市町村長は、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、次の各号に掲げる

場合に該当すると認めるときは、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者に対し、期限を

定めて、それぞれ当該各号に定める措置をとるべきことを勧告することができる。 
一 第百十五条の十二第五項の規定により当該指定を行うに当たって付された条件に従わない場

合 当該条件に従うこと。 
二 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十五条の十四第一

項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たしていない場合 

当該厚生労働省令で定める基準若しくは当該厚生労働省令で定める員数又は当該指定地域密着

型介護予防サービスに従事する従業者に関する基準を満たすこと。 
三 第百十五条の十四第二項又は第四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の
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設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営をし

ていない場合 当該指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準又は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に

従って適正な指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営をすること。 
四 第百十五条の十四第六項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提供

を適正に行うこと。 
２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定地域密着型

介護予防サービス事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表すること

ができる。 
３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定地域密着型介護予防サービス事業者が、

正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定地域密着型介護予防

サービス事業者に対し、期限を定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることがで

きる。 
４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならな

い。 
（指定の取消し等） 
第百十五条の十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定地域

密着型介護予防サービス事業者に係る第五十四条の二第一項本文の指定を取り消し、又は期間

を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 
一 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第二項第五号又は第九号（ハ

に該当する者があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
二 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第三項第三号に該当するに至

ったとき。 
三 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十二第五項の規定により当該指定

を行うに当たって付された条件に違反したと認められるとき。 
四 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは

技能又は人員について、第百十五条の十四第一項の厚生労働省令で定める基準若しくは同項の

厚生労働省令で定める員数又は同条第四項に規定する指定地域密着型介護予防サービスに従事

する従業者に関する基準を満たすことができなくなったとき。 
五 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第二項又は第四項に規定する

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又

は指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な指定地

域密着型介護予防サービスの事業の運営をすることができなくなったとき。 
六 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十四第七項に規定する義務に違反

したと認められるとき。 
七 地域密着型介護予防サービス費の請求に関し不正があったとき。 
八 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、第百十五条の十七第一項の規定により報告又は

帳簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 
九 指定地域密着型介護予防サービス事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十五条
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の十七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答

弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し

たとき。ただし、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を

防止するため、当該指定地域密着型介護予防サービス事業者が相当の注意及び監督を尽くした

ときを除く。 
十 指定地域密着型介護予防サービス事業者が、不正の手段により第五十四条の二第一項本文の

指定を受けたとき。 
十一 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、この法律その他

国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令

若しくは処分に違反したとき。 
十二 前各号に掲げる場合のほか、指定地域密着型介護予防サービス事業者が、居宅サービス等

に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
十三 指定地域密着型介護予防サービス事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部

若しくは一部の効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をした者があるとき。 
（報告等） 
第百十五条の二十七 市町村長は、必要があると認めるときは、指定介護予防支援事業者若しく

は指定介護予防支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従業者であった者（以

下この項において「指定介護予防支援事業者であった者等」という。）に対し、報告若しくは帳

簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定介護予防支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の

従業者若しくは指定介護予防支援事業者であった者等に対し出頭を求め、又は当該職員に関係

者に対して質問させ、若しくは当該指定介護予防支援事業者の当該指定に係る事業所、事務所

その他指定介護予防支援の事業に関係のある場所に立ち入り、その帳簿書類その他の物件を検

査させることができる。 
２ 第二十四条第三項の規定は前項の規定による質問又は検査について、同条第四項の規定は前

項の規定による権限について準用する。 
（勧告、命令等） 
第百十五条の二十八 市町村長は、指定介護予防支援事業者が、次の各号に掲げる場合に該当す

ると認めるときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限を定めて、それぞれ当該各号に

定める措置をとるべきことを勧告することができる。 
一 当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について第百十五条の二十四第

一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定める員数を満たしていない場合 

当該厚生労働省令で定める基準又は当該厚生労働省令で定める員数を満たすこと。 
二 第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正な指定介

護予防支援の事業の運営をしていない場合 当該指定介護予防支援に係る介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関する基準に従って適正

な指定介護予防支援の事業の運営をすること。 
三 第百十五条の二十四第四項に規定する便宜の提供を適正に行っていない場合 当該便宜の提
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供を適正に行うこと。 
２ 市町村長は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた指定介護予防支

援事業者が同項の期限内にこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
３ 市町村長は、第一項の規定による勧告を受けた指定介護予防支援事業者が、正当な理由がな

くてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該指定介護予防支援事業者に対し、期限を

定めて、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 
４ 市町村長は、前項の規定による命令をした場合においては、その旨を公示しなければならな

い。 
（指定の取消し等） 
第百十五条の二十九 市町村長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定介

護予防支援事業者に係る第五十八条第一項の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全

部若しくは一部の効力を停止することができる。 
一 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十二第二項第四号又は第八号（ハに該当する者

があるときを除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 
二 指定介護予防支援事業者が、当該指定に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員に

ついて、第百十五条の二十四第一項の厚生労働省令で定める基準又は同項の厚生労働省令で定

める員数を満たすことができなくなったとき。 
三 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第二項に規定する指定介護予防支援に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準又は指定介護予防支援の事業の運営に関す

る基準に従って適正な指定介護予防支援の事業の運営をすることができなくなったとき。 
四 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十四第五項に規定する義務に違反したと認めら

れるとき。 
五 介護予防サービス計画費の請求に関し不正があったとき。 
六 指定介護予防支援事業者が、第百十五条の二十七第一項の規定により報告又は帳簿書類の提

出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。 
七 指定介護予防支援事業者又は当該指定に係る事業所の従業者が、第百十五条の二十七第一項

の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定による質問に対して答弁せず、若し

くは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただ

し、当該指定に係る事業所の従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、

当該指定介護予防支援事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 
八 指定介護予防支援事業者が、不正の手段により第五十八条第一項の指定を受けたとき。 
九 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、この法律その他国民の保健医療若

しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違

反したとき。 
十 前各号に掲げる場合のほか、指定介護予防支援事業者が、居宅サービス等に関し不正又は著

しく不当な行為をしたとき。 
十一 指定介護予防支援事業者の役員等のうちに、指定の取消し又は指定の全部若しくは一部の

効力の停止をしようとするとき前五年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為

をした者があるとき。 
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 (地域支援事業) 
第百十五条の四十五 市町村は、被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに、要介

護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことが

できるよう支援するため、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。 
一 被保険者(第一号被保険者に限る。)の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減

若しくは悪化の防止のため必要な事業(介護予防サービス事業及び地域密着型介護予防サービ

ス事業を除く。) 
二 被保険者が要介護状態等となることを予防するため、その心身の状況、その置かれている環

境その他の状況に応じて、その選択に基づき、前号に掲げる事業その他の適切な事業が包括的

かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業 
三 被保険者の心身の状況、その居宅における生活の実態その他の必要な実情の把握、保健医療、

公衆衛生、社会福祉その他の関連施策に関する総合的な情報の提供、関係機関との連絡調整そ

の他の被保険者の保健医療の向上及び福祉の増進を図るための総合的な支援を行う事業 
四 被保険者に対する虐待の防止及びその早期発見のための事業その他の被保険者の権利擁護の

ため必要な援助を行う事業 
五 保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者による被保険者の居宅サービス計画及び施

設サービス計画の検証、その心身の状況、介護給付等対象サービスの利用状況その他の状況に

関する定期的な協議その他の取組を通じ、当該被保険者が地域において自立した日常生活を営

むことができるよう、包括的かつ継続的な支援を行う事業 
２ 市町村は、被保険者の要介護状態等となることの予防又は要支援状態の軽減若しくは悪化の

防止及び地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、

厚生労働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業を行うことができ

る。この場合においては、市町村は、次に掲げる事業の全てにつき一括して行わなければなら

ない。 
一 居宅要支援被保険者に対して、介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスのうち市

町村が定めるもの(指定介護予防サービス若しくは特例介護予防サービス費に係る介護予防サ

ービス又は指定地域密着型介護予防サービス若しくは特例地域密着型介護予防サービス費に係

る地域密着型介護予防サービス(以下この号において「特定指定介護予防サービス等」という。)
を受けている居宅要支援被保険者については、当該特定指定介護予防サービス等と同じ種類の

介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを除く。)を行う事業 
二 被保険者(第一号被保険者及び要支援者である第二号被保険者に限る。)の地域における自立し

た日常生活の支援のための事業であって、前項第一号に掲げる事業及び前号に掲げる事業と一

体的に行われる場合に効果があると認められるものとして厚生労働省令で定めるもの 
三 居宅要支援被保険者(指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係る介護予防支

援を受けている者を除く。)の要介護状態となることの予防又は要支援状態の軽減若しくは悪化

の防止のため、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基

づき、前二号に掲げる事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援

助を行う事業 
３ 市町村は、第一項各号及び前項各号に掲げる事業のほか、地域支援事業として、次に掲げる



参考資料 
 

143 
 

事業を行うことができる。 
一 介護給付等に要する費用の適正化のための事業 
二 介護方法の指導その他の要介護被保険者を現に介護する者の支援のため必要な事業 
三 その他介護保険事業の運営の安定化及び被保険者の地域における自立した日常生活の支援の

ため必要な事業 
４ 地域支援事業は、当該市町村における介護予防に関する事業の実施状況、介護保険の運営の

状況その他の状況を勘案して政令で定める額の範囲内で行うものとする。 
５ 市町村は、地域支援事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、利用料を請

求することができる。 
６ 厚生労働大臣は、第一項第一号の規定により市町村が行う事業及び介護予防・日常生活支援

総合事業(同号及び同項第二号並びに第二項各号に掲げる事業をいう。以下同じ。)に関して、そ

の適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。 
７ 前各項に規定するもののほか、地域支援事業の実施に関し必要な事項は、政令で定める。 
(地域包括支援センター) 
第百十五条の四十六 地域包括支援センターは、前条第一項第二号から第五号までに掲げる事業

(以下「包括的支援事業」という。)その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住民の心身

の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上及び

福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設とする。 
２ 市町村は、地域包括支援センターを設置することができる。 
３ 次条第一項の委託を受けた者は、包括的支援事業その他第一項の厚生労働省令で定める事業

を実施するため、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定める事

項を市町村長に届け出て、地域包括支援センターを設置することができる。 
４ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業を実施するために必要なものとして厚生

労働省令で定める基準を遵守しなければならない。 
５ 地域包括支援センターの設置者は、包括的支援事業の効果的な実施のために、介護サービス

事業者、医療機関、民生委員法(昭和二十三年法律第百九十八号)に定める民生委員、高齢者の日

常生活の支援に関する活動に携わるボランティアその他の関係者との連携に努めなければなら

ない。 
６ 地域包括支援センターの設置者(設置者が法人である場合にあっては、その役員)若しくはその

職員又はこれらの職にあった者は、正当な理由なしに、その業務に関して知り得た秘密を漏ら

してはならない。 
７ 第六十九条の十四の規定は、地域包括支援センターについて準用する。この場合において、

同条の規定に関し必要な技術的読替えは、政令で定める。 
８ 前各項に規定するもののほか、地域包括支援センターに関し必要な事項は、政令で定める。 
(実施の委託) 
第百十五条の四十七 市町村は、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支援セ

ンターの設置者その他の厚生労働省令で定める者に対し、包括的支援事業の実施に係る方針を

示して、当該包括的支援事業を委託することができる。 
２ 前項の規定による委託は、包括的支援事業の全てにつき一括して行わなければならない。 
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３ 前条第五項及び第六項の規定は、第一項の委託を受けた者について準用する。 
４ 市町村は、第百十五条の四十五第一項第一号及び第三項各号に掲げる事業の全部又は一部に

ついて、老人福祉法第二十条の七の二第一項に規定する老人介護支援センターの設置者その他

の当該市町村が適当と認める者に対し、その実施を委託することができる。 
５ 市町村は、介護予防・日常生活支援総合事業のうち第百十五条の四十五第二項各号に掲げる

事業については、当該各号に掲げる事業を適切に実施することができるものとして厚生労働省

令で定める基準に適合する者(同項第三号に掲げる事業については、地域包括支援センターの設

置者に限る。)に対して、当該各号に掲げる事業の実施を委託することができる。 
６ 前項の規定により第百十五条の四十五第二項第三号に掲げる事業の実施の委託を受けた者は、

厚生労働省令で定めるところにより、その事業の一部を、厚生労働省令で定める者に委託する

ことができる。 
７ 市町村長は、介護予防・日常生活支援総合事業について、第一項、第四項又は第五項の規定

により、その実施を委託した場合には、当該委託を受けた者(次項において「受託者」という。)
に対する当該実施に必要な費用の支払決定に係る審査及び支払の事務を連合会に委託すること

ができる。 
８ 受託者は、介護予防・日常生活支援総合事業の利用者に対し、厚生労働省令で定めるところ

により、利用料を請求することができる。 
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個人情報の保護に関する法律 

（平成十五年五月三十日法律第五十七号） 
最終改正：平成二一年六月五日法律第四九号 

一部抜粋 
第四章 個人情報取扱事業者の義務等 
第一節 個人情報取扱事業者の義務 
（利用目的による制限） 
第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定さ

れた利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 
２ 個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継す

ることに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前におけ

る当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならな

い。 
３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

一 法令に基づく場合 
二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ること

が困難であるとき。 
三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき。 
四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行するこ

とに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行

に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
（安全管理措置） 
第二十条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その

他の個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 
（従業者の監督） 
第二十一条 個人情報取扱事業者は、その従業者に個人データを取り扱わせるに当たっては、当

該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必要かつ適切な監督を行わなけ

ればならない。 
（第三者提供の制限） 
第二十三条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得な

いで、個人データを第三者に提供してはならない。 
一 法令に基づく場合 
二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ること

が困難であるとき。 
三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人

の同意を得ることが困難であるとき。 
四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行するこ

とに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行
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に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
２ 個人情報取扱事業者は、第三者に提供される個人データについて、本人の求めに応じて当該

本人が識別される個人データの第三者への提供を停止することとしている場合であって、次に

掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置いてい

るときは、前項の規定にかかわらず、当該個人データを第三者に提供することができる。 
一 第三者への提供を利用目的とすること。 
二 第三者に提供される個人データの項目 
三 第三者への提供の手段又は方法 
四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること。 

３ 個人情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変更する内

容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければなら

ない。 
４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用につい

ては、第三者に該当しないものとする。 
一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの全部

又は一部を委託する場合 
二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 
三 個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、その旨並びに共同して利

用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個

人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知

し、又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 
５ 個人情報取扱事業者は、前項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人データの管理

について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内容について、あら

かじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなければならない。 
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亀岡市成年後見制度利用支援事業実施要綱 

（平成１７年３月３日告示第２６号） 
最終改正平成２５年１月１日告示第１号 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者（以下「要支援者」という。）の

福祉の向上を図るために実施する成年後見制度利用支援事業（以下「支援事業」という。）に関

し、必要な事項を定めるものとする。 
（支援事業の種類） 
第２条 支援事業の種類は、次の各号に掲げる事業とする。 
(１) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第３２条、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）第２８条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第５１条の１１の２の規定に基づき、市長が家庭裁判所に対して行う次に掲げる審判の請求（以

下「審判の請求」という。） 
ア 民法（明治２９年法律第８９号）第７条に規定する後見開始の審判 
イ 民法第１１条に規定する保佐開始の審判 
ウ 民法第１３条第２項に規定する保佐人の同意を要する行為の範囲を拡張する旨の審判 
エ 民法第８７６条の４第１項に規定する保佐人に代理権を付与する旨の審判 
オ 民法第１５条第１項に規定する補助開始の審判 
カ 民法第１７条第１項に規定する補助人の同意を要する旨の審判 
キ 民法第８７６条の９第１項に規定する補助人に代理権を付与する旨の審判 
(２) 審判の請求に係る申立手数料、登記手数料、鑑定費用その他審判の請求に要する費用の負担 
(３) 家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）別表第１の１３の項、３１の項及び５０の項に

規定する報酬付与の審判により家庭裁判所が決定した成年後見人、保佐人又は補助人（以下「成

年後見人等」という。）に対する報酬額の助成。ただし、第１号の審判の請求以外の場合におい

て、成年後見人等が成年被後見人、被保佐人又は被補助人の親族であるときは、報酬額を助成

しない。 
（審判の請求） 
第３条 市長は、配偶者若しくは２親等内の親族がない要支援者又はこれらの親族があっても音

信不通の状況にある等の要支援者であって、次の各号に掲げる事項を総合的に勘案し、本人の

保護のために支援を行うことが特に必要であると認めた者（以下「対象者」という。）の審判の

請求を行うものとする。ただし、３親等又は４親等の親族であって、審判請求をする者の存在

が明らかである場合は、この限りでない。 
(１) 当該要支援者の事理を弁識する能力 
(２) 当該要支援者の生活状況及び健康状況 
(３) 当該要支援者の親族の存否、当該親族による本人保護の可能性及び当該親族が審判請求を行

う意思の有無 
(４) 当該要支援者に対する他の施策の活用による効果 
（審判の請求に係る費用負担） 
第４条 市長は、家事事件手続法第２８条第１項の規定により、審判の請求に係る費用を負担す
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るものとする。 
２ 市長は、前項の規定により市長が負担した費用に関し、本人又は関係人が当該費用を負担す

べき事情があると判断したときは、家事事件手続法第２８条第２項の規定による命令を促す申

立てを家庭裁判所に対し行い、本人又は関係人に求償することができる。 
３ 市長は、審判の結果成年後見人等が選任されなかったとき、又は成年後見人等が選任された

場合であって、当該審判の対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、前項に規定する求

償をしないものとする。 
(１) 現に生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者である者 
(２) 審判の請求に要する費用を対象者が負担することで、生活保護法に定める要保護者となる者 
(３) その他審判の請求に要する費用の助成を受けなければ、成年後見制度の利用が困難な状況に

あると市長が認める者 
（成年後見人等に係る報酬の助成） 
第５条 市長は、第２条第３号に掲げる報酬額の助成については、成年後見人等が選任された場

合であって、要支援者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該選任された成年後見人等

の報酬に係る費用を予算の範囲内において助成するものとする。 
(１) 前条第３項第１号に該当する者 
(２) 当該選任された成年後見人等の報酬に係る費用を要支援者が負担することで、生活保護法に

定める要保護者となる者 
(３) その他当該選任された成年後見人等の報酬に係る費用の助成を受けなければ、成年後見制度

の利用が困難な状況にあると市長が認める者 
（その他） 
第６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 
この要綱は、平成１７年４月１日から実施する。 
附 則（平成１７年告示第１４７号） 
この要綱は、告示の日から実施する。 
附 則（平成１９年告示第１２０号） 
この要綱は、告示の日から実施する。 
附 則（平成２４年告示第２６号） 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 
（経過措置） 
２ この要綱による改正後の第２条第３号に定める報酬額の助成は、平成２０年４月１日以後に

選任された成年後見人等に対する報酬であって、平成２４年４月１日以後に従事する期間に係

る報酬について適用し、平成２０年３月３１日以前に選任された成年後見人等に対する報酬額

の助成については、なお従前の例による。 
附 則（平成２５年告示第１号） 
この要綱は、告示の日から実施する。 
 


